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「「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」及び 

令和２年度補正予算案について（情報提供） 

 

平素より本会会務に格段のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

昨日、「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」が閣議決定され、感染拡大防止の観

点からのオンライン服薬指導等の活用について盛り込まれました（別添１、２）。 

同対策には、時限的対応として「患者・服薬情報に基づき薬剤師が適切と判断した場

合には、薬剤の適正使用を確保するとともに、不正入手防止策を講じた上で、当該患者

が電話等による診療を受診した場合のみならず、対面診療を受診した場合においても電

話等による服薬指導を可能とする」と、オンライン服薬指導・電話服薬指導の拡充につ

いて示されたほか、「電話等による服薬指導及び薬剤の配送についてその実施方法等を具

体化・明確化しつつ、全ての薬局が対応することを含め、薬局、医療関係者及び国民・

患者に対して周知を徹底する」ことなどが示されています（別添１、11～14頁）。 

 また、これに伴い、令和２年度厚生労働省補正予算案が公表され、「新型コロナウイル

ス感染症患者等への支援」として「電話や情報通信機器による服薬指導等を行った患者

に対して薬局が薬剤を配送等する費用を支援する」とされています（別添３、４頁）。 

同件については、厚生労働省より連絡があり次第、情報提供を行っていく予定ですの

で、ご対応の程宜しくお願い申し上げます。 

 

＜別添＞ 

1. 「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」について（令和２年４月７日閣議決定） 

2. 新型コロナウイルス感染症緊急経済対策（厚生労働省施策関係 概要） 

3. 令和２年度厚生労働省補正予算（案）の概要 



 
「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」について 

 

 

                                      令和２年４月７日 

                                      閣 議 決 定 

 

 

「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」を別紙のとおり定める。 
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1 令和２年３月 23 日新型コロナウイルス非常事態に関するＧ20財務大臣・中央銀 総裁電話

会議を受けたゲオルギエバＩＭＦ専務理事による声明。 
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2 内閣府試算値。年率換算の金額は、ある四半期のＧＤＰギャップが一年にわたり続いた場

合のＧＤＰギャップの金額。 
3 令和２年２月 13 日新型コロナウイルス感染症対策本部決定。 
4 令和２年３月 10 日新型コロナウイルス感染症対策本部決定。 
5 令和２年３月 18 日新型コロナウイルス感染症対策本部決定。 
6 令和元年 12 月５日閣議決定。 
7 令和２年３月26日新型コロナウイルス（COVID-19）に関するＧ20首脳テレビ会議首脳声明。 
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8 「換気の悪い密閉空間」「多数が集まる密集場所」「間近で会話や発声をする密接場面」。 
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9 ポリメラーゼ連鎖反応（Polymerase Chain Reaction）。ＤＮＡの断片を増幅する技術。 
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10 体外式膜型人工肺（Extracorporeal Membrane Oxygenation）。 
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11 新型インフルエンザの治療薬として承認を受け、ウイルスの増殖を防ぐ効能があるが、副

作用として胎児に対する催奇形性などが確認されており、新型コロナウイルス感染症に対

しては新型インフルエンザの場合よりも増量して投与することが検討されていることを踏

まえ、こうした効能や副作用、使用上の注意事項について十分な周知が必要。 
12 膵炎の治療薬として承認を受け、ウイルスの増殖を防ぐことが期待されている薬。 
13 感染症流行対策イノベーション連合（Coalition for Epidemic Preparedness Innovations）。 
14 Ｇａｖｉワクチンアライアンス（Gavi, the Vaccine Alliance ）。 
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15 このほか、生産指標の支給要件について、対前年同月比 10％以上低下から５％以上低下に
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要件緩和、支給限度日数について、通常の１年 100 日、３年 150 日には緊急対応期間の支給

は算入しない、といった特例拡大を実施。あわせて、教育訓練が必要な被保険者について、

加算額を引き上げる措置を実施する。 
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16「新型コロナウイルス感染症の影響拡大を踏まえた事業者の資金繰り支援について（麻生

財務大臣兼金融担当大臣談話）」（令和２年３月６日）。 
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17「新型コロナウイルス感染症にかかる対応について（依頼）」（令和２年３月 31日国土交通

省）。 
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18 まず、緊急小口資金で最大 20万円を貸し付け、なお、収入の減少が続く場合等には、さら

に総合支援資金で、二人以上世帯の場合は最大 20万円を３ヶ月間貸し付けることで対応（合

計 80万円）するとともに、償還時に所得の減少が続く住民税非課税世帯の償還を免除できる

こととする。 
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19 ワーケーションとは、「ワーク」と「バケーション」を合わせた造語。観光地といった通常

の職場以外でテレワーク等で働きながら休暇も楽しむもの。 
20 Ⅳ．強靱な経済構造の構築に資する取組を含む。 
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21 再生可能エネルギー100％。企業が自らの事業の使用電力を 100％再エネで賄うことを目指

す国際的なイニシアチブ。 
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22 「株主総会運営に係るＱ＆Ａ」（令和２年４月２日経済産業省・法務省）において、オン

ラインでの株主総会の開催が可能である旨の見解が示されている。 
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23 ＢＩＭ（Building Information Modeling）／ＣＩＭ（Construction Information Modeling）

は、測量・調査、設計段階から３次元モデルを導入することにより、その後の施工、維持管

理・更新の各段階においても３次元モデルを連携・発展させて事業全体にわたる関係者間の

情報共有を容易にし、一連の建設生産・管理システムの効率化・高度化を図るもの。 
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（注１）Ⅰ．は「安心と成長の未来を拓く総合経済対策」（令和元年 12 月５日閣議決定）のう

ち今後効果が発現すると見込まれるものをいう。 

（注２）Ⅱ．は「新型コロナウイルス感染症に関する緊急対応策」の第１弾（令和２年２月 13

日新型コロナウイルス感染症対策本部決定）及び第２弾（令和２年３月 10 日新型コロ

ナウイルス感染症対策本部決定）に係るものをいう。 

別紙 
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（注１） （注２） 

 

（注１）国費は２５．０兆円であり、うち、令和２年度補正予算は１８．６兆円（一般会計 

１６．７兆円、特別会計１．９兆円）である。 

（注２）令和２年度補正予算における追加額は１０．１兆円である。 
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別表 
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